
ＴＰＰ、ＦＴＡ、ＥＰＡなど輸入自由化推進路線の見直しについての

意見書 

 

６月１８日に閣議決定された「新成長戦略」では、２０２０年までに

実現する目標として、ＦＴＡ（自由貿易協定）やＥＰＡ（経済連携協

定）をアジア、太平洋、さらにインドやＥＵと結ぶことを「工程表」に

している。菅首相は、臨時国会の冒頭、所信表明演説で「ＴＰＰ（環太

平洋戦略的連携協定）交渉への参加を検討し、アジア太平洋自由貿易圏

の構築をめざす」と突如表明した。ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）

首脳会議の議長国を勤めることを期に、その道筋をつくり、自由化路線

を一気に加速させようとするものである。ＴＰＰは、原則すべての品目

の関税を撤廃し、例外なく自由化する協定である。 

農水省の試算は、もし締結した場合、わが国の食料自給率は１４％に

急落し、米の生産量は９０％減少すると、衝撃的な事態を想定している。

９月７日に発表された農業センサスは、この５年間で農業就業者が２

２％も減り、その平均年齢は  ６５．８歳と、日本農業の危機的な姿

を報じています。こんな状況を放置し、そのうえ自由化では、食料自給

率の向上など考えられません。日本の農産物平均関税率（２０００年協

定税率）は１１．７％と、ＥＵの１９．５％より低い水準で、決して問

題視されるようなものではない。 

農業に市場原理を持ち込み、国際競争力やコスト削減、大規模化、６

次産業化をどんなに声高に言われても、今の農家にそんな体力はない。

国民の９割は自給率の向上、国内産を求めている。世界の声は、食料の

増産、１０億を超える飢餓の解消である。 

以上の趣旨から、これ以上の失望に歯止めをかけるため、下記事項に

ついて強く要望する。 

 

１．ＴＰＰ、ＦＴＡ、ＥＰＡなど輸入自由化推進路線を改め、食料自



給率を引き上げ、各国の「食糧主権」を尊重した貿易ルールづくり

に力を発揮すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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